
第１３４号議案 

               第１ 一般会計１２月補正予算 
 
 
                     １ 歳入歳出予算 
                                            △印減額（単位：千円） 
 
    科        目     補 正 額   現 計 額        説        明        
 

 

  第 ２款 知事直轄組織費            56,810       3,393,302                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 １項 知事直轄組織費           56,810       3,393,302                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

  第 ２目  知事直轄組織管理費         67,000         383,288                                          

                                                                                                                                       

        （財源内訳）                               （節内訳）                                                                                      

                寄附金                67,000                  (25)  積立金                 67,000                                                                                         

                                                                                                                                                                                                          

   （ １）基金積立金              67,000         383,288   知事直轄組織が所管する基金への積立てに要す                         

                                                                    る経費の補正である。                                                                                                                                                     

 

     ア 新型コロナウイルスに         67,000         383,000   新型コロナウイルス感染症対策に要する経費に                         

       打ち勝つ静岡県民支え                                 充てるため、基金を積み増す。                          

       合い基金積立金                                                                                                                                                                                                    

                                                                                                                                                                                                                                                              

  第 ４目  知事戦略費      △         788          17,348                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

        （財源内訳）                               （節内訳）                                                          

                一般歳入        △         788                  ( 8)  報償費          △         445                                                             

                                                           ( 9)  旅費           △          93                                                                                   

                                                           (11)  需用費          △          72                                                                                                         

                                                           (12)  役務費          △         178                                                                                                                               

                                                                                                                                                                                                                                                

   （ １）知事戦略事務費     △         788          17,348   新型コロナウイルス感染症の感染拡大による幹                         

                                                                    部職員対象講演会の中止に伴う補正である。                                                                                                                                                                                 

 

  第 ８目  地域外交費      △       9,402         327,783                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

        （財源内訳）                               （節内訳）                                                                                                                                                                 

                一般歳入        △       9,402                  ( 8)  報償費          △         156                                                                                                                                              

                                                           ( 9)  旅費           △         506                                                                                                                                              

                                                           (11)  需用費          △         302                               

                                                           (12)  役務費          △         567                                                     

                                                           (13)  委託料          △       6,332                                                                           

                                                           (14)  使用料及び賃借料     △         350                                                                                                 

                                                           (19)  負担金、補助及び交付金  △       1,189                                                                                                                       

                                                                                                                                                                                                                                        

   （ １）地域外交推進費     △       9,402         212,650   地域外交の推進に要する経費の補正である。                         

                                                                                                                                                                                                                                                              

     ア 国際化総合推進費    △       1,255           6,068   新型コロナウイルス感染症の感染拡大による東                         

                                                                    南アジアからの研修員受入の中止に伴う事業費の                                                                                                                                                                                         

                                  変更を行う。                         



 
    科        目     補 正 額   現 計 額        説        明        
 
     イ 地域外交人材育成・経  △       8,147           9,610   新型コロナウイルス感染症の感染拡大によるモ                         

       済交流強化事業費                                   ンゴル長期人材受入研修の中止等に伴う事業費の 
                                  変更を行う。                          



 
    科        目     補 正 額   現 計 額        説        明        
 
  第 ４款 経営管理費               5,850      34,129,973                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 １項 経営管理費                  0      16,100,576                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 ２項 徴税費                    0       8,830,399                                          

                                                                                                                                      

   第 ３項 地域振興費                  0       1,854,389                                                                                       

                                                                                                                                                                                   

   第 ４項 選挙費                    0         250,970                                                                                                                                    

                                                                                                                                                                                                                                

   第 ５項 ＩＣＴ推進費            13,300       4,552,094                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

  第 ２目  統計調査費             13,300       1,650,324                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

        （財源内訳）                               （節内訳）                                                                                                                                                                 

                国庫支出金              12,909                  ( 1)  報酬                   2,432             

                諸収入                   391                  ( 4)  共済費                    798                                   

                                                           ( 9)  旅費                     136                                                         

                                                           (12)  役務費                     14                                                                               

                                                           (14)  使用料及び賃借料             2,638                                                                                                     

                                                           (19)  負担金、補助及び交付金          7,282                                                                                                                           

                                                                                                                                                                                                                                            

   （ １）国の委託統計調査費          13,300       1,642,215   国の委託を受けて実施する統計調査等に要する 

経費の補正である。                                                                                                                                          

                                                                                                                                                                                                                                                              

     ア 総務省関係統計調査費         13,300       1,586,559                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

     （ア）国勢調査費             13,300       1,464,133   国勢調査の調査票審査期間等を延長する。                                                                                                                  

                                                                                                                                     

   第 ６項 出納費        △       7,450       2,046,955                                                                                      

                                                                                                                                                                                  

  第 ３目  集中事務費      △       7,450         385,706                                                                                                                                   

                                                                                                                                                                                                                                

        （財源内訳）                               （節内訳）                                                                                                                                                                 

                一般歳入        △       7,450                  (12)  役務費          △         570                                                                                                                                              

                                                           (18)  備品購入費        △       6,051                                                                                                                                              

                                                           (27)  公課費          △         829                                                                                                                                              

                                                                                                                                                                                                                                                              

   （ １）庁用自動車更新事業費  △       7,450          67,550   庁用自動車の更新に要する経費の年間見込の減 

                                           に伴う補正である。                                                                                                                    

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 ７項 人事委員会費                 0         231,134                                              

                                                                                                                                          

   第 ８項 監査委員費                  0         263,456                                                                                           



 
    科        目     補 正 額   現 計 額        説        明        
 
  第 ６款 スポーツ・文化観光費        158,500      15,337,524                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 １項 スポーツ・文化観光費             0       2,851,436                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 ２項 スポーツ費                  0       2,390,256                                          

                                                                                                                                      

   第 ３項 文化費              142,200       4,550,071                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

  第 １目  文化事業費            142,200       2,761,860                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

        （財源内訳）                               （節内訳）                                         

                国庫支出金             142,200                  (11)  需用費                    350                                            

                                                           (12)  役務費                  3,819                                                                  

                                                           (13)  委託料                 74,800                                                                                        

                                                           (14)  使用料及び賃借料             1,364                                                                                                              

                                                           (18)  備品購入費                1,867                                                                                                                                    

                                                           (19)  負担金、補助及び交付金         60,000                                                                                                                                              

                                                                                                                                                                                                                                                              

   （ １）文化振興事業費                  60,000         619,515   文化振興の推進に関する経費の補正である。 

 

ア ふじのくに＃エールア         60,000         120,000   県内アーティスト等による「新しい生活様式」                          

       ートプロジェクト促進                                 に対応した文化芸術活動に対して助成する。                          

       事業費助成                       ・補助率 10/10 

                                  ・補助先 （公財）静岡県文化財団 

   

（ ２）文化施設等のデジタル            82,200          82,200  安全安心な文化施設等の運営のため、事前予約 

       化・安全安心対策事業                  システムなどのデジタル手続の導入等に要する経 

      費                                          費の補正である。                                                                                                                                                     

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 ４項 観光交流費                  0       3,494,792                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 ５項 空港振興費             16,300       2,050,969                                                          

                                                                                                                                                      

  第 １目  空港振興費             16,300       2,050,969                                                                                                       

                                                                                                                                                                                                    

        （財源内訳）                               （節内訳）                                                                                                                                                   

                国庫支出金              16,300                  (19)  負担金、補助及び交付金         16,300                                                                                                                                              

                                                                                                                                                                                                                                                              

   （ １）富士山静岡空港交流促         16,300       1,129,933   旅客の交流促進等に要する経費の補正である。                         

       進事業費                                                                                                                                                                                                       

                                                                                                                                                                                                                                                              

     ア 就航・海外交流促進事         16,300         757,721   航空ネットワークの維持を図るため、国内線の      

       業費                                         航空会社の着陸料等に対して助成する。 

                                  ・補助率 45％以内                          



 
    科        目     補 正 額   現 計 額        説        明        
 
  第 ７款 健康福祉費             889,755     323,398,241                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 １項 健康福祉費      △         926      14,573,506                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

  第 ２目  健康福祉企画費    △         926       4,600,588                                          

                                                                                                                                       

        （財源内訳）                               （節内訳）                                                                                      

                一般歳入        △         926                  ( 9)  旅費           △         926                                                                                         

                                                                                                                                                                                                          

   （ １）健康福祉推進費     △         926          81,242  健康福祉施策の企画、調整及び推進のために要                           

                                                                    する経費の補正である。   

                                                                                                                                                

     ア 健康福祉企画推進事業  △         926         32,637   

       費                                                                                                                                                             

                                                                                                                                                                                                                  

     （ア）健康福祉企画推進費  △         926          16,637   新型コロナウイルス感染症の感染拡大による浙 

江省交流事業における海外渡航の中止等に伴う事     

                                              業費の変更を行う。                                                        

                                                                                                                                                                                                        

   第 ２項 福祉長寿費             12,300      75,901,556                                                                                                                                                         

                                                                                                                                                                                                                                                     

  第 ３目  長寿社会費             12,300      62,018,681                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

        （財源内訳）                               （節内訳）                                                                                                                                                                 

                国庫支出金              15,000                  ( 9)  旅費           △       2,700                                                                                                                                              

                繰入金         △       2,700                  (13)  委託料                 15,000           

                                                                                                                            

   （ １）介護保険制度推進費          12,300      48,876,929   介護保険制度を円滑に運用するために要する経                         

                                                                    費の補正である。 

                                                                         

    ア 介護サービス推進事業費      15,000       2,970,870 

 

    （ア）社会福祉施設感染防止     15,000     15,000    新型コロナウイルス感染症のクラスター対策と 

       対策事業費                                            して、社会福祉施設に対して医療専門家による訪 
問指導等を行う。 

                                                                                                            

     イ 介護人材確保対策事業  △       2,700         647,080                                                                                                                                                           

       費                                                                                               

                                                                                                                                                                                                                                                              

     （ア）外国人介護人材確保総 △       2,700          83,640   新型コロナウイルス感染症の感染拡大による外                          

        合対策事業費                                    国人介護職員の早期確保事業における海外渡航の 

中止に伴う事業費の変更を行う。                          

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 ３項 こども未来費            20,000      49,353,871                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

  第 １目  こども未来費            20,000      49,353,871                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

        （財源内訳）                               （節内訳）                                                                                                                                                                 

                繰入金                20,000                  (19)  負担金、補助及び交付金         20,000                

                                                                          



 
    科        目     補 正 額   現 計 額        説        明        
 

（ １）要保護児童等対応推進         20,000      10,410,117   ひとり親家庭等の自立支援の推進に要する経費                            

       費                           の補正である。 

 

ア 社会的養護体制推進費         20,000        852,059 

 

（ア）子どもの居場所感染症        20,000         20,000    新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、                              

              対策事業費助成                                        活動休止・縮小している子ども食堂等が実施する 

感染症対策に対して助成する。 

                                  ・補助率 10/10                                                                                                                                

                                                                                                                                    

   第 ４項 障害者支援費                 0      27,136,231                                                                                                                                                             

                                                                                                                                                                                                                                                         

   第 ５項 医療費              858,381      81,256,841                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

  第 １目  医務福祉費            858,381      60,214,562                                                                                                                                                                  

                 

       （財源内訳）                               （節内訳）                                                                                                                                                                 

                国庫支出金             461,333                  (19)  負担金、補助及び交付金        535,381                    

                繰入金               289,381                  (25)  積立金                323,000                                          

                一般歳入              107,667                         

 

                                                                                                                                                                                                                                              

  （ １）医療従事者確保対策推        323,000       2,587,562   医療従事者の確保に要する経費の補正である。                          

       進費                                                                                                                        

                                                                                                                                                                               

     ア 医師確保対策推進費          323,000       1,678,983                                                                                                                               

                                                                                                                                                                                                                            

     （ア）地域医療勤務環境改善       323,000        323,000   過酷な勤務環境にある医師の労働時間を短縮す                         

        体制整備事業費助成                  るため、勤務環境改善の体制整備に対して助成す 

                                  る。 

                                  ・補助率 10/10 ほか 

                                                                                                       

   （ ２）医療提供体制確保対策        369,000       7,639,270   地域医療構想等の推進に要する経費の補正であ                         

       推進費                                        る。                          

                                                                                                                                                                                                                                      

     ア 医療連携推進費           369,000       4,248,500                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

     （ア）病床機能再編支援事業        46,000          46,000   地域医療構想における病床数の適正化に向けて                         

        費助成                        病院等が行う病床削減に対して助成する。 

                                  ・補助率 10/10 

                                                                                                                                                                                                    

     （イ）地域医療介護総合確保       323,000       3,773,000   医師の勤務環境改善の体制整備に要する経費に                          

        基金積立金                                     充てるため、基金を積み増す。 

                                                                                                                                                                                                                          

   （ ３）難病・感染症等対策推        166,381      49,987,730   感染症の予防対策等に要する経費の補正である。                          

       進費                                                                                                                                                                                                   

                                                                                                                                                                                                                                                                   

     ア 感染症対策事業費          166,381      46,681,710                                                                                                                                                                  

                             

                                                                                                                                                                                                                                  



 
    科        目     補 正 額   現 計 額        説        明        
 
     （ア）発熱等診療医療機関体       200,000        200,000   インフルエンザ流行期に備え、相談センター等                          

        制整備事業費助成                   からの紹介患者を受け入れ、新型コロナウイルス 

                           の検査を実施する医療機関に対して助成する。 

                           ・補助率 定額 

 

     （イ）新型コロナウイルス感      △33,619         93,381   新型コロナウイルス感染症の入院患者受入病院                         

        染症対策医療従事者支                 等への支援金の年間見込の減に伴う補正である。 

援交付金 

                                                                                                                                                                                                      

   第 ６項 健康費                    0      74,751,995                                                                                                                                                                

                                                                                                                                                                                                                                                            

   第 ７項 生活衛生費                  0         424,241                                                                                                                                                                  



 
    科        目     補 正 額   現 計 額        説        明        
 
  第 ８款 経済産業費       △      81,887     119,507,822                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 １項 経済産業費                  0      14,454,065                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 ２項 産業革新費                  0       6,650,315                                          

                                                                                                                                      

   第 ３項 就業支援費      △      42,000       6,564,437                                                                                       

                                                                                                                                                                                   

  第 １目  就業支援費      △      42,000         720,378                                                                                                                                    

                                                                                                                                                                                                                                 

        （財源内訳）                               （節内訳）                                                                                                                                                                 

                諸収入         △       3,000                  (15)  工事請負費        △      42,000                                                                                                                                              

                県債          △      39,000                                                                                                                                                                                                

                                                                                                                                                                                                                                                              

   （ １）労働福祉推進費     △      42,000         115,293  勤労者福祉の増進、労使関係の安定促進及び男                          

                                                                    女雇用機会均等の推進に要する経費の補正である。                                                                                                                                                                                          

 

     ア 労政会館施設整備事業  △      42,000          20,123   静岡県勤労者総合会館のトイレ改修工事に係る                         

       費                                          事業計画の変更を行う。                       

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 ４項 商工業費                   0      45,416,100                                                                      

                                                                                                                                                                  

   第 ５項 農業費        △      33,200      13,953,671                                                                                                                   

                                                                                                                                                                                                               

  第 １目  農業費        △      33,200      12,205,366                                                                                                                                                                

                                                                                                                                                                                                                                                             

        （財源内訳）                               （節内訳）                                                                                                                                                                 

                国庫支出金              18,800                  (11)  需用費                    200                                                                                                                                              

                県債          △      10,000                  (13)  委託料          △      36,252                                                                                                                                              

                一般歳入        △      42,000                  (18)  備品購入費                2,852                                                                                                                                              

                                                                                                                                                                                                                                                              

   （ １）農業戦略対策費     △      52,000       7,426,220   県が実施する各種農業振興指導事業を推進する                                     

                                                                    ための経費の補正である。      

                                                                                                                                                                                    

     ア 農林畜産技術研究開発  △      52,000         795,020                                                                                                   

       関連事業費                                                                                                                                                                                    

                                                                                                                                                                                                                                             

     （ア）農林技術研究所茶業研 △      52,000           6,000   建築工事等の事業計画の見直しに伴う事業費の                                                                                                                                          

        究センター施設整備事                                変更を行う。                                                                                                                                                          

        業費                                                                                                                                                                                                        

                                                                                                                                                                                                                                                              

   （ ２）茶業振興対策費            18,800         415,388   茶の生産技術改善、消費拡大等に要する経費の                                              

                                                                    補正である。 

                                                                                                                                                                                         

     ア ふじのくに茶の都ミュ         18,800         197,361   安全安心な施設の運営のため、事前予約システ                        

       ージアム管理運営事業                                 ムなどのデジタル手続の導入等を行う。                          

       費                                                                                                                                                                                               

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 ６項 農地費                    0      19,343,283                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              



 
    科        目     補 正 額   現 計 額        説        明        
 
   第 ７項 森林・林業費                 0      10,273,693                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 ８項 水産・海洋費     △       6,687       2,753,314                                                         

                                                                                                                                                     

  第 １目  水産・海洋費     △       6,687       2,745,749                                                                                                      

                                                                                                                                                                                                   

        （財源内訳）                               （節内訳）                                                                                                                                                  

                一般歳入        △       6,687                  (19)  負担金、補助及び交付金  △       6,687                                                                                                                                              

                                                                                                                                                                                                                                                              

   （ １）水産資源対策費     △       6,687     841,705   栽培漁業、資源管理型漁業の推進等に要する経 

費の補正である。                           

  

    ア 浜名湖キューバヘミン  △       6,687          3,313  新型コロナウイルス感染症の感染拡大による浜 

グウェイカップ開催事                  名湖キューバヘミングウェイカップの開催延期に 

      業費                          伴う事業費の変更を行う。                                                       

                                                                                                                                                                                

   第 ９項 労働委員会費                 0          98,944                                                                                                                                 



 
    科        目     補 正 額   現 計 額        説        明        
 
  第 ９款 交通基盤費       △       4,200     124,245,675                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 １項 交通基盤管理費                0       8,228,212                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 ２項 建設支援費                  0         138,204                                          

                                                                                                                                      

   第 ３項 道路費                    0      48,973,787                                                                                       

                                                                                                                                                                                   

   第 ４項 河川砂防費                  0      43,195,588                                                                                                                                    

                                                                                                                                                                                                                                

   第 ５項 港湾費        △       4,200      10,644,306                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

  第 １目  港湾管理費      △       4,200         772,970                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

        （財源内訳）                               （節内訳）                                                                                                                                                                 

                一般歳入        △       4,200                  ( 9)  旅費           △       2,000             

                                                           (13)  委託料          △       2,200                                   

                                                                                                                                                    

   （ １）クルーズ船寄港誘致等  △    4,200     21,770  新型コロナウイルス感染症の感染拡大による海 

推進事業費                        外船社への訪問及び海外船社キーパーソン招聘の 

中止に伴う補正である。                                                                                                                                                

                                                                                                                                   

   第 ６項 都市費                    0      13,065,578                                                                                                                                                                  



 
    科        目     補 正 額   現 計 額        説        明        
 
  第１０款 警察費         △       1,228      82,402,271                                                                        

                                                                                                                                                                    

   第 １項 警察管理費                  0      79,254,653                                                                                                                     

                                                                                                                                                                                                                 

   第 ２項 警察活動費      △       1,228       3,147,618                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

  第 １目  警察活動費      △       1,228       3,147,618                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

        （財源内訳）                               （節内訳）                                                                                                                                                                 

                国庫支出金       △         614                  (14)  使用料及び賃借料     △       1,228                                                                                                                                              

                一般歳入        △         614                                                                      

                                                                                                                                     

   （ １）職員研修事業費     △       1,228           6,303   新型コロナウイルス感染症の感染拡大による静 

                                                                    岡県警察年頭視閲式の中止に伴う補正である。                                                               



 
    科        目     補 正 額   現 計 額        説        明        
 
  第１２款 災害対策費              14,400      16,447,087                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 １項 観光施設災害復旧費              0          41,000                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 ２項 社会福祉施設災害復旧             0         200,000                                          

        費                                                                                                                              

                                                                                                                                                                                   

   第 ３項 農林水産施設災害復旧             0       3,313,000                                                                                                                                                                  

        費                                                                                                                                                                                                         

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 ４項 土木施設災害復旧費              0      12,070,000                                            

                                                                                                                                        

   第 ５項 教育施設災害復旧費              0         430,000                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 ６項 災害対策諸費                 0         378,687                                                                                                                                                                  

                                                                                                                                                                                                                                                              

   第 ７項 空港施設災害復旧費         14,400          14,400                                            

                                                                                                                                        

  第 １目  現年災害空港施設復旧        14,400          14,400                                                                                         

        費                                                                                                                                                                             

                                                                                                                                                                                                                                   

        （財源内訳）                               （節内訳）                                                                                                                                                                 

                県債                 14,000                  (13)  委託料                 10,400                                                                                                                                              

                一般歳入                  400                  (15)  工事請負費                4,000                                                                                                                                              

                                                                                                                                                                                                                                                              

   （ １）現年単独災害空港施設         14,400          14,400   令和２年７月の豪雨により被災した空港周囲部                      

       復旧費                                        の復旧に要する経費の補正である。                      



２   繰 越 明 許 費 
 

１ 変更 

（単位：千円） 

金        額 
所属部局 款 項 事 業 名 

補 正 前 補 正 後 
説             明 

 

スポーツ・ 

文化観光部 

 

６  スポーツ・文化

観光費 

２ スポーツ費 

 

 

 

スポーツ費 

 

 

 

300,000 

 

 

 

330,000 

 

東京2020オリンピック・パラリ

ンピック自転車競技開催推進事

業において、東京2020オリンピ

ック･パラリンピックが延期に

なったことにより、年度内に事

業を完了することが困難と予測

されるため。 

 

 

交通基盤部 

 

 

 

９  交通基盤費 

  ４  河川砂防費 

 

 

河川改良費 

 

 

88,000 

 

 

3,462,000 

 

社会資本整備総合交付金事業 

（河川）等において、用地補償 

交渉、関係機関との調整、入札 

不調に伴う再調整、その他計 

画・設計に関する諸条件の調整

に日時を要したことにより、年

度内に事業を完了することが困

難と予測されるため。 

 

  

９  交通基盤費 

  ４  河川砂防費 

 

 

砂防費 

 

 

84,000 

 

 

2,155,000 

 

社会資本整備総合交付金事業 

（砂防）等において、用地補償 

交渉、関係機関との調整、入札 

不調に伴う再調整、その他計 

画・設計に関する諸条件の調整

に日時を要したことにより、年

度内に事業を完了することが困

難と予測されるため。 

 

  

９  交通基盤費 

  ５     港湾費 

 

 

港湾建設費 

 

 

253,000 

 

 

1,754,000 

 

港湾関係国庫補助事業等におい

て、用地交渉、関係機関との調

整、入札不調に伴う再調整、そ

の他計画・設計に関する諸条件

の調整に日時を要したことによ

り、年度内に事業を完了するこ

とが困難と予測されるため。 

 

 

 

 

 



２ 追加 

 

所属部局 款 項 事 業 名 金 額 説 明 

 

スポーツ・ 

文化観光部 

 

６  スポーツ・文化

観光費 

３ 文化費 

 

 

 

文化事業費 

 

 

 

142,200 

 

国の補正予算に係る文化施設等のデジタル

化・安全安心対策事業等において、年度内に

事業を完了することが困難と予測されるた

め。 

 

 

健康福祉部 

 

 

７  健康福祉費 

２ 福祉長寿費 

 

 

長寿社会費 

 

 

15,000 

 

国の補正予算に係る社会福祉施設感染防止対

策事業において、年度内に事業を完了するこ

とが困難と予測されるため。 

 

 

経済産業部 

 

 

８  経済産業費 

５ 農業費 

 

 

農業費 

 

 

18,800 

 

国の補正予算に係るふじのくに茶の都ミュー

ジアム管理運営事業において、年度内に事業

を完了することが困難と予測されるため。 

 

  

８  経済産業費 

６ 農地費 

 

 

農地費 

 

 

1,618,000 

 

農業地域生産力強化整備事業等において、用

地補償交渉、関係機関との調整、入札不調に

伴う再調整、その他計画・設計に関する諸条

件の調整に日時を要したことにより、年度内

に事業を完了することが困難と予測されるた

め。 

 

  

８  経済産業費 

７ 森林・林業費 

 

 

森林・林業費 

 

 

409,000 

 

緊急治山事業において、関係機関との調整に

日時を要したことにより、年度内に事業を完

了することが困難と予測されるため。 

 

  

８  経済産業費 

８ 水産・海洋費 

 

 

水産・海洋費 

 

 

38,000 

 

沿岸漁場整備開発事業において、入札不調に

伴う再調整に日時を要したことにより、年度

内に事業を完了することが困難と予測される

ため。 

 

 

交通基盤部 

 

９  交通基盤費 

３ 道路費 

 

 

道路橋りょう

新設改良費 

 

 

5,187,000 

 

社会資本整備総合交付金事業（道路）等にお

いて、用地補償交渉、関係機関との調整、入

札不調に伴う再調整、その他計画・設計に関 

する諸条件の調整に日時を要したことによ 

り、年度内に事業を完了することが困難と予

測されるため。 

 

 

 

 



所属部局 款 項 事 業 名 金 額 説 明 

 

交通基盤部 

 

９  交通基盤費 

４ 河川砂防費 

 

 

海岸費 

 

 

873,000 

 

社会資本整備総合交付金事業（海岸）等にお

いて、関係機関との調整、入札不調に伴う再

調整、その他計画・設計に関する諸条件の調

整に日時を要したことにより、年度内に事業

を完了することが困難と予測されるため。 

 

  

９  交通基盤費 

４ 河川砂防費 

 

 

農林地すべり

対策費 

 

 

17,000 

 

農地地すべり対策事業において、入札不調に

伴う再調整に日時を要したことにより、年度

内に事業を完了することが困難と予測される

ため。 

 

 

 

９  交通基盤費 

５ 港湾費 

 

 

漁港整備費 

 

 

753,000 

 

県営漁港整備事業等において、関係機関との

調整、入札不調に伴う再調整、その他計画・

設計に関する諸条件の調整に日時を要したこ

とにより、年度内に事業を完了することが困

難と予測されるため。 

 

  

９  交通基盤費 

６ 都市費 

 

 

市街地整備費 

 

 

450,000 

 

県単独街路整備事業等において、用地補償交

渉、関係機関との調整、その他計画・設計に

関する諸条件の調整に日時を要したことによ

り、年度内に事業を完了することが困難と予

測されるため。 

 

  

９  交通基盤費 

６ 都市費 

 

 

公園緑地費 

 

 

375,000 

 

都市公園維持補修費（整備）等において、入

札不調に伴う再調整、その他計画・設計に関

する諸条件の調整に日時を要したことによ

り、年度内に事業を完了することが困難と予

測されるため。 

 

 

経済産業部 

 

 

12  災害対策費 

３ 農林水産施設

災害復旧費 

 

 

現年災害農林

水産施設復旧

費 

 

 

76,000 

 

現年災害治山施設復旧事業において、関係機

関との調整に日時を要したことにより、年度

内に事業を完了することが困難と予測される

ため。 

 

 



３  債 務 負 担 行 為 
 

１ 変更 

 (1) 令和２年度において債務負担行為を行うもの 

                                            （単位：千円） 

所 管 部 局 事            項 区 分 委託予定額 
令和２年度 

計上予算額 

債務負担 

行為限度額 
期    間 

変更前 

 

118,000 

 

37,000 81,000 ２～３年度 

 

経 済 産 業 部 

農 業 局 

 

28 農林技術研究所茶業 

研究センター施設整備 

事業設計業務委託契約 

変更後 

 

127,000 

 

0 127,000 ２～４年度 

  

 (2) 令和元年度以前において債務負担行為を行ったもの 

                                             （単位：千円） 

所 管 部 局 事            項 区 分 委託予定額 
令和元年度 

計上予算額 

債務負担 

行為限度額 
期  間 

 

変更前 

 

85,000 50,000 35,000 元～２年度 

 

スポーツ・文化観光部 

ス ポ ー ツ 局 

 

13   東京2020オリンピッ 

ク・パラリンピック都 

市ボランティア管理・ 

育成業務委託契約 
 

変更後 

 

109,000 50,000 59,000 元～３年度 

 



２ 追加 

 

所 管 部 局     事          項   期       間         摘                        要 

 

スポーツ・文化観光部 

ス ポ ー ツ 局 

 

99 静岡県武道館大道場 

他床修繕工事契約 

 

 

令和２年度から 

令和３年度まで 

 

債務負担行為限度額             11,000千円 

工事予定額                                                                       11,000千円 

令和２年度計上予算額                0千円 

 

 

 

100 東京2020オリンピッ 

ク・パラリンピック交 

通輸送広報実施業務委 

託契約 

 

 

令和２年度から 

令和３年度まで 

 

債務負担行為限度額              4,000千円 

委託予定額                                             4,000千円 

令和２年度計上予算額                0千円 

 

  

101 東京2020オリンピッ 

ク・パラリンピック大 

会記録作成業務委託契 

約 

 

 

令和２年度から 

令和３年度まで 

 

  債務負担行為限度額             36,000千円 

  委託予定額                                   36,000千円 

  令和２年度計上予算額                0千円 

 

 

102 東京2020オリンピッ 

ク・パラリンピック観 

戦客対策実施業務委託 

契約 

 

 

令和２年度から 

令和３年度まで 

 

債務負担行為限度額             48,000千円 

委託予定額                                            48,000千円 

令和２年度計上予算額                0千円 

 

  

103 東京2020オリンピッ 

ク・パラリンピックラ 

イブサイト実施業務委 

託契約 

 

 

令和２年度から 

令和３年度まで 

 

  債務負担行為限度額            162,000千円 

  委託予定額                                  162,000千円 

  令和２年度計上予算額                0千円 

 

  

104 東京2020オリンピッ 

ク・パラリンピック一 

般自動車道伊豆スカイ 

ラインの通行料金の取 

扱いに関する協定 

 

 

令和２年度から 

令和３年度まで 

 

  債務負担行為限度額             30,000千円 

  負担予定額                                                                       30,000千円 

  令和２年度計上予算額                0千円 

 

 

健 康 福 祉 部 

政 策 管 理 局 

 

105 御殿場合同庁舎外壁 

全面打診調査業務委託 

契約 

 

 

令和２年度から 

令和３年度まで 

 

  債務負担行為限度額              5,000千円 

  委託予定額                                             5,000千円 

  令和２年度計上予算額                0千円 

 

 

健 康 福 祉 部 

障害者支援局 

 

106 磐田学園解体工事契 

 約 

 

 

 

令和２年度から 

令和３年度まで 

 

  債務負担行為限度額            153,000千円 

  工事予定額                                  153,000千円 

  令和２年度計上予算額                0千円 



所 管 部 局     事          項   期       間         摘                        要 

 

経 済 産 業 部 

産 業 革 新 局 

 

107 静岡県医療健康産業 

 研究開発センターの管 

理運営に係る協定 

 

 

令和２年度から 

令和７年度まで 

 

  債務負担行為限度額            274,000千円 

  管理運営予定額                            274,000千円 

  令和２年度計上予算額                0千円 

 

 

経 済 産 業 部 

就 業 支 援 局 

 

108 静岡県勤労者総合会 

 館トイレ改修工事契約 

 

 

 

令和２年度から 

令和３年度まで 

 

  債務負担行為限度額             42,000千円 

  工事予定額                               42,000千円 

  令和２年度計上予算額                0千円 

 

 

経 済 産 業 部 

商 工 業 局 

 

109 工業技術研究所沼津 

 工業技術支援センター 

 外壁全面打診調査業務 

 委託契約 

 

 

令和２年度から 

令和３年度まで 

 

債務負担行為限度額             13,200千円 

委託予定額                                            13,200千円 

令和２年度計上予算額                0千円 

 

  

110 工業技術研究所浜松 

 工業技術支援センター 

 外壁全面打診調査業務 

 委託契約 

 

 

令和２年度から 

令和３年度まで 

 

債務負担行為限度額             26,400千円 

委託予定額                                            26,400千円 

令和２年度計上予算額                0千円 

 

 

経 済 産 業 部 

農 業 局 

 

111 農林大学校専門職大 

 学移行事業歩道橋設置 

工事契約 

 

 

令和２年度から 

令和３年度まで 

 

  債務負担行為限度額             86,000千円 

  工事予定額                               86,000千円 

  令和２年度計上予算額                0千円 

 

経 済 産 業 部 

水産・海洋局 

 

112 静岡県水産・海洋技 

術研究所浜名湖分場体 

験学習施設の管理運営 

 に係る協定 

 

 

令和２年度から 

令和７年度まで 

 

  債務負担行為限度額            100,000千円 

  管理運営予定額                            100,000千円 

  令和２年度計上予算額                0千円 

 

  

113 温水利用研究センタ 

ー魚類棟等構造詳細調 

査業務委託契約 

 

 

令和２年度から 

令和３年度まで 

 

  債務負担行為限度額              9,400千円 

  委託予定額                                             9,400千円 

  令和２年度計上予算額                0千円 

 

 

交 通 基 盤 部 

政 策 管 理 局 

 

114 島田土木事務所空調 

設備更新工事契約 

 

 

令和２年度から 

令和３年度まで 

 

  債務負担行為限度額             75,000千円 

  工事予定額                               75,000千円 

  令和２年度計上予算額                0千円 

 



所 管 部 局     事          項   期       間         摘                        要 

 

交 通 基 盤 部 

都 市 局 

 

115 都市公園の管理運営 

に係る協定 

（静岡県草薙総合運動場 

 ほか４件） 

 

 

令和２年度から 

令和７年度まで 

 

  債務負担行為限度額          5,889,015千円 

  管理運営予定額                  5,889,015千円 

  令和２年度計上予算額                0千円 

 

  

 

 

静岡県草薙総合運動場

の管理運営に係る協定 

 

令和２年度から 

令和７年度まで 

 

  債務負担行為限度額          1,606,515千円 

  管理運営予定額                  1,606,515千円 

  令和２年度計上予算額                0千円 

 

  

 

 

遠州灘海浜公園の管理

運営に係る協定 

 

令和２年度から 

令和７年度まで 

 

  債務負担行為限度額            421,500千円 

  管理運営予定額                            421,500千円 

  令和２年度計上予算額                0千円 

 

  

 

 

愛鷹広域公園の管理運

営に係る協定 

 

令和２年度から 

令和７年度まで 

 

  債務負担行為限度額            570,000千円 

  管理運営予定額                            570,000千円 

  令和２年度計上予算額                0千円 

 

   

小笠山総合運動公園の

管理運営に係る協定 

 

令和２年度から 

令和７年度まで 

 

  債務負担行為限度額          2,998,500千円 

  管理運営予定額                 2,998,500千円 

  令和２年度計上予算額                0千円 

 

   

吉田公園の管理運営に

係る協定 

 

令和２年度から 

令和７年度まで 

 

  債務負担行為限度額            292,500千円 

  管理運営予定額                            292,500千円 

  令和２年度計上予算額                0千円 

 

 

警 察 本 部 

 

 

116 大仁警察署庁舎等建 

 設事業造成工事契約 

 

 

令和２年度から 

令和３年度まで 

 

  債務負担行為限度額             96,000千円 

  工事予定額                               96,000千円 

  令和２年度計上予算額                0千円 

 

 

教育委員会事務局 

教 育 施 設 課 

 

117 高等学校校舎解体工 

 事契約 

（伊東地区新構想高等学 

校） 

 

 

令和２年度から 

令和３年度まで 

 

債務負担行為限度額            345,000千円 

工事予定額                              345,000千円 

令和２年度計上予算額                0千円 

 

 

交 通 基 盤 部 

河 川 砂 防 局 

 

118 過年災害土木施設復 

 旧事業工事契約 

 

 

令和２年度から 

令和３年度まで 

 

債務負担行為限度額            116,000千円 

工事予定額                              182,000千円 

令和２年度計上予算額           66,000千円 

 

 



所 管 部 局     事          項   期       間         摘                        要 

 

交 通 基 盤 部 

河 川 砂 防 局 

 

119 現年災害土木施設復 

 旧事業工事契約 

 

 

令和２年度から 

令和３年度まで 

 

  債務負担行為限度額            372,000千円 

  工事予定額                              742,000千円 

  令和２年度計上予算額          370,000千円 

 

 

スポーツ・文化観光部 

空 港 振 興 局 

 

120 現年単独災害空港施 

 設復旧事業工事契約 

 

 

令和２年度から 

令和３年度まで 

 

  債務負担行為限度額             34,000千円 

  工事予定額                               38,000千円 

  令和２年度計上予算額            4,000千円 

 

 



　　災害復旧事業等の補正に伴い、下記のとおり県債を補正するものである。

△印減額  （単位：千円）

起債予定額 既計上額 今回補正額 増 減 理 由

5,495,000 5,481,000 14,000

169,000 155,000 14,000

14,000 0 14,000
起 債 対 象 事 業 費
の 増 に 伴 う 補 正

155,000 155,000 0

5,326,000 5,326,000 0

35,691,000 35,728,000 △ 37,000

12,000 41,000 △ 29,000
起 債 対 象 事 業 費
の 減 に 伴 う 補 正

0 8,000 △ 8,000
起 債 対 象 事 業 費
の 減 に 伴 う 補 正

35,679,000 35,679,000 0

9,522,000 9,534,000 △ 12,000

3,000 13,000 △ 10,000
起 債 対 象 事 業 費
の 減 に 伴 う 補 正

0 2,000 △ 2,000
起 債 対 象 事 業 費
の 減 に 伴 う 補 正

9,519,000 9,519,000 0

133,026,000 133,026,000 0

183,734,000 183,769,000 △ 35,000

195,492,963 195,492,963 0

4,313,000 4,313,000 0

383,539,963 383,574,963 △ 35,000

労 政 会 館 施 設 整 備 費

４　　県　　　　債

区　分 ・ 事　業　名

災 害 復 旧 事 業 債

現 年 災 害 復 旧 費 （ 単 独 ）

現 年 災 害 空 港 施 設 復 旧 費

そ の 他 計 上 事 業 費

そ の 他 計 上 事 業 費

一 般 単 独 事 業 債

労 政 会 館 施 設 整 備 費

そ の 他 計 上 事 業 費

再　　　　　　　　　　計

農 林 技 術 研 究 所 整 備 事 業 費

農 林 技 術 研 究 所 整 備 事 業 費

そ の 他 計 上 事 業 費

そ の 他 計 上 事 業 費

一 般 会 計 合 計

特 別 会 計

企 業 会 計

行 政 改 革 推 進 債



第２ 特別会計１２月補正予算 
 

 

第１３５号議案 

 

 １ 清水港等港湾整備事業特別会計 

 

繰  越  明  許  費 

 

（単位：千円） 

款    項 事  業  名 金  額 説             明 

 

１ 港湾事業費 

 ２ 施設整備費 

 

 

清水港施設整備費 

 

 

 

333,000 

 

国際クルーズ旅客受入機能高度化事業において、

関係機関との調整に日時を要したことにより、年

度内に事業を完了することが困難と予測される

ため。 

 

 


